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　 In　order ω redu   山e　damage　of 　an　ear血quake，　it　is　required 　to　improve　the　disas重or−prevention　facility　of 　the
every 　p］ace 　region 　in　the　Tokyo　area．　However

．　large−scale 　development　is　difficult　ffOm　financia】aspects ．　therefore，
utiliZing　the　stock 　ofthe 　ertisting　institution　and 　the　production　of 　structure 　which 　sharcs 　eqviprnent　of 血sdt ロtio皿s　ale
加 por1anし In　this　resea1 ℃h，　its　attentfon 　was 　paid　abo 凱 01e　reliability　of 　Ihe　water 　supply 　alld　the　elecUic 　power
supply 　at　the　time　efdisaster ，　and 　inveStigation　analysis 　was 　conducted ．　Tlie　possibility　ofcooper 飢 ion　was 　cxamincd

血 the　base　zone 　center 血g　on 　a　municipal 　gevemment　bUitding．
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1 ．は じめ に

　首 都直 下地 震 が危惧 され る 中，首都 中枢機能の 継続性確

保 の ため の 計画が 策定され て い る が，被害の 軽減に は．首

都圏 内の 各地 域 の 防災拠点 を整 備 す る必 要が あ る，しか し，
大規模開発 は 財政 面や環 境 面か らも 困難なた め，災害時 に

重要な 拠点施設 を 中心 と した 拠点区域 にお いて ，既 存施 設

の ス トッ クを活 用 し ， 施 設 ・設備共用 を して い く仕組み づ

く りが重 要で ある ．災害時の 自律性を確保す る拠 点 区域 の

構築に は，拠点施 設 を 中核 と し．周 辺施 設との 連携，環境

お よ び 未利 用 エ ネル ギー
の 活 用 に よ る 供給信頼性 の 向 上

が 必要 と考 え られ る．そ こ で 本研 究 で は，災害 時 の 水供 給，
エ ネル ギー供給 の 信頼 性確 保 に 着 目 し，地 域 防災計画 で 災

害 対策 本 部 が 設置 され るな ど地域 の 中核 と して 位置づ け

られ て い る 庁舎 建物の 現状 調 査 お よ び 分析 を行 い，周辺 施

設 や 環 境を整理 し，区域 内 で の 連携 可能 性 を検 討す る た め，
ス タディ エ リア に お い て，拠点区 域構築に 関する検討 を行

っ た．

2 ．ア ン ケ
ー

ト調査

　 首都 圏 内 の都 県 ・政令 市 お よ び 区 役所 庁 舎 を対象に調

査 を実 施 した．調 査 項 目 は，（1）建物概要，（2）建物 エ ネ ル

ギ
ー

設 備，（3）自家発 電 設備，（4）非 常時 の エ ネル ギー供給，
（5）環境負荷低減 シ ス テ ム （太陽光発電な ど），お よ び水

槽の 貯水率，庁舎で 業務に 従事する 職員数に つ い て も調 査

した．調査 概要を表 可に示 す．

表 1 ア ンケート調 査 の 概 要　　　　ゴ’ ．都県 布庁舍 庁
．
害 　 　 ．　

．

調査 期聞 H19 年 10〜11月 H20 年 4〜5 月

調査 対象

1自繖

八都県市

　 （8冫

東 京

23 （7

　　　　 さい
川崎　　　　　 　　　 千葉
　　　　た ま

　　　　 10　　　 6

横浜

（18｝
回収数 8 1975 　　　 418

回収率 隅1 100 82．610050 　 　 66．7100

　電 気 ・ガス
・給 水 設備 の ア ン ケート結 果 か ら，災 害時 の

ライ フ ライ ン の 供給信頼性に 関わ る 項 目 に つ い て 考察 し

た．給水 方 式 は，殆 どの 庁舎 で 高置水 槽方式 が採用 され て

お り，断水 時 に は水槽 残 留水 の 利用 が 可能 と考え られ る．
ま た，2 県 2 市 と区 庁舎 の 2 割で 蓄熱式 空調 シス テ ム が導

入 され，蓄熱槽が 整備され て い る．受電 方 式は，都県市で

は 2 県 が ル
ー

プ受電，他 は 2 回 線受 電 （一部 1回線 の 分 庁

舎 あ り）で あ る一
方，区役所の 6 割以 上 が 1回線 受電 で あ

る．ガス は，6 県市 が 中圧 B を採 用 して い る
一
方，区役 所

で は低 圧 が約 7割 を占 める ．

　以 上 か ら，各庁 舎の 設備 は，ライ フ ライ ン 被害を受け る

可能性が低 い とは い えな い状 況 にあ り，災害時の 供給信頼

性 向上 の ため の 対策 を 進め る 必要 が ある と考 え られ る．

3 ．自立性 に関する分析

  水供給に関する自立性分析

　分析 にあた り，現状 の 設備 に つ い て，延 床面積 あた りの

水槽容量 と竣工 年の 関係 を示 した （図 1）．
　水槽 容量 の 割 合が低 い 庁舎は，都県市や総合庁舎等 の大

規 模庁舎や，ポ ン プ直送 方式 を採 用 し水 槽容 量が 小 さ い庁

舎で あ る．近 年竣 工 した庁 舎 は，水槽 容 量 の 割合が低 い傾

向 に あ り，雨水 ・地下 水利用 がな さ れ て い る こ とが多 い 。
区庁舎は施設構成や 規模が多様 で，ばらつ きが大き い．
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図 1　延床面積あ た りの 水 槽容2 と竣工 年の 関係
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　 次に，各庁舎で の 水槽内の 貯留水 によ り給水 卩f能な期間

　を次式によ り算 出 した．

　 　 　 　 　 儲 置水擢容量 仕1÷受水 擢容量   ）x 館水率 ＋蓄熟槽 容盤 tt｝
繪 泓可能 目数 昌 一一一一一・一一一
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 必要水量 （L／人・

貨｝x 参鰔 蜃数

　使 用水 量 は，応 急 給 水 の 目標 水 量
2尉 ．平常時 と 同 じ 水

量
E）を要す る 場合 に つ い て，給水可 能期 聞 が最 短 （貯水

率 60％，参集 率 100穿の お よ び最 長 （賍水率 80Qδ，国土

交 通省業務総 続計爾 に 基づ く 参集率 物 ，蓄熱槽水 を利用

した場 合 の 3 ケ
ー

ス に つ い て 算 定 した．図 2・図 3 に 区庁

脅の 算定結果 を 示 す．水槽の 財水 率，発生 時間 に よっ て は

1 日未満 で給 水 が停 止 す る可 能性 もあ る，また，受水槽 や

高置 水槽に 比 べ ，容量の 大き い 蓄熱槽水を利 用す る こ とで

給 水 可能 日数 が 延 びる こ とがわ か っ た，

「
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塵 画

　高度な 耐震 安 全性 を備えた 防災拠点 と して 機能す る よ

うに整 備がな され た千代田区 役所 を含め，1997年以 降に

竣工 した庁 舎 で は．80鋸 を超え る結果 とな っ た．庁 舎竣 工

後，設備更新 を行 っ て い る区庁 舎 の 結果は 80％ 未満とな

り，境在の 設 計基 準は満た せ て い な い こ とが 予 想 され る．
また，導 入年の 異 な る複 数 台の 設備 を有す る庁舎が多 く，
更新 年数 は異 な る が，…・度に 全て の 設備 を 入れ 替える庁舎
は 少な い こ とが わかる、1997年以 降，10e％ を超える 区庁

舎が 数 箇所 あ る こ とか ら，災害 時の 需 要 の 曷標 殖 を 100露

と して 考えた場翕．機能 を 72時間維持 す る た め に必 要 な

電 力 量 （契約電力（ 
・
遡 0096x72（縛間）〉辜こ対 す る庁舎建

物が保有 して い る現 状設 備 の 充 足率を示 す （函 5）．
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　充足率が ioO％ を超え る 庁舎は，鬮 の 合問庁舎 と合 築整

備され て い る 庁 舎お よび 2005年 に竣工 した 施設等で あ る．
また，十 分に 自冢発電容 量 が確保され て い る庁舎にお い て

も．備蓄 燃料 の 少な さ が 影 響 し，充足 率が 低 くな っ て い る

と考え られ，災害 時 の 機 能維 持 の た め の 対 策が必 要 で あ る．

図 3　平常時の使用水濃の場合の 給水可 能日数

  電力供給 に 関す る自律性分析

　現状の 設備に つ い て，自家発電設備 の 導 入時期 と 自家

発電 設 備容 量の 契 約電 力に 対す る 割 舎 お よ び竣 工 年 との

閧係 につ い て 示す｛図 4｝．
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図 4　自家発電 設備 容曇の 契約 電 力 に対 す る割合 と

　　　　　　　 竣工 年との 麗係

4．拠 点構築 に 照す る 可能性の検甜

　庁舎旛設に 関する ヒア リン グ調査か ら，横浜 市 では，区
役 所，消 駒署，公 会堂 の 3 つ の 施 設 が隣 接 して い る こ と が

多い との 回答が得られ た，そ こ で，遠携 に つ い て検討す る

た め に，横 浜 市 を対 象 とし 18 区庁 舎 くA 〜 E は 延床 面積

5， 00   以上，F〜S は 10，000   以上） の 周辺 環境 を整理

し た．結果 を表 2 に 示 す．災害対 応 に 携 わ る施 設，室 内空

間 を様 々 な 用 途 に転絹 で き る施 設 お よ び避 難所 と な り う

る 施 設 等，災害時 に重 要な 施 設が 近隣に 立地 する ケース が

多く，ピア リン ダの 回 答の 通 り，消防署や公 会堂 の 近 隣立

地が み られ た．また ， 緊急 輪 送路 や 河川 ， オープ ン ス ペ ー

ス の 立地 も多 くの 9 庁舎周辺 で み らtlた．また，近隣の 建

物 問 で エ ネル ギ
ー

を融 通する こ と で．災 害時だ けで な く平

常時 の 省 エ ネル ギー性 向 ヒに も 寄与で きる と考 え られ る．

　以 上 か ら，総 念的 に 条件 を満た す F ヱ リア にお い て，
拠 点区 域 の 構 築に 関す る 検財 を行 う こ と と した ．

表 2　区庁 舎周 辺 の 公 共施 設 お よび 環境整理
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5．ケ
ー

ス ス タディ

　区 役所 を 中核 と した拠点 区域 F にお い て ， 施設連携に

関 して，水供 給 お よび エ ネル ギー
供給に つ い て 評 価 した，

表 3にス タデ ィ エ リア内の 公共施設概 要 を示す，

表 4 機器効 率 表 5　CO2排出係数
6）

表 3 ス タデ ィ エ リア の 建物
・
設備概要

魔毆名
竣エ

年

蘚床

面膿

輔

水槽
館魯盤

（  ｝

契約
躍力

ζk幼

： 虐寰館

　 瑠譽量

　 鰍輔

総合　 　　 　 区 殴所

庁舎

応 337

　　 　　 スホ  ツセンター・公 僉堂齟齟，−
1995 幽．國一．旧

　 721846
狛 5e6go

　 　　 　　 消防 耀．− 扮 93　 i24273
驢
り20L 　 40　　　　　　　　L

主木覇柵駈 19951037
水道蟹

匿 結

　r・，
　臓爼

竃灯 C ，「

．四．．一
一

響寮署 で99日 お 8737 ．5　 二202 　　　　 一

　 　 機器 襪器効率

量力 O鏑 rkg−CO21kWhl
．

都市
ガス

0・0138呵 朝 2（瞭 CO 尠黝

（t｝水供絵 に 関する設備共用の 評価

　 こ の 拠点区 域 に 存在す る 水 の 量 を 足 し合 わ せ，使用

量 ：応 急 結水 の 目擬水 量，貯水 率 ：6劇，使用 人数 ：職 員

数と い うケ
ー

ス で．拠点区域 内 の 給 水 可能 日数 を試算 した，
各施 設の 給水 可能日数は，区総合庁舎で は 9．1 日，消防 署

で は 3．2 日で あ っ た の が
，褪点 内で 設備共 用を考えた 場合，

8．4 日にな っ た．しか し，こ の 日数は，職員数を基に 求め

た もの で あ り，施設 利用 者や 近隣住民 を考 慮 した 場合 は，
水 需要 に 値するだけ の 水 量が確 保 で きな い 可能挫 も ある ．

  エ ネル ギー懲給に開する設備共用 の 評価

　 拠点区域内で の 施設連携 を考え るた め，現 状の 非 常 用

発 電設 備 を 常 用設 備 ごコ ージェ ネ レーシ ョ ン シス テム l
CGS ）に 変更 した 場合の 環境薩の 効果に つ い て，…

次工 ネ

ル ギ
ー

削減率 お よび CO2 排 出量 潮減 率を評価 指標 に分析

した．境 状 の シ ス テ ム （図 6） と導入 シ
．
ス テ ム （図 7），

機器効率 （表 4），CO2 排吊係数
6｝

（表 5）を以 下 に示 す．
どの 運 転パ タ

ー一
ンに お い て も，一

次 工 ネ ルギー消 費 量 と

CO2 排出量削 減率 と もに 80％ を超 え る と削減率が伸びな

く なる こ とが わ か っ た （図 8 ・図 9）．そ こ で ，区 庁 舎の

現状の 自家発電設備を 契約電 力の SO％容量 （SOOkw＞の

CGS に 更新 し，隣接す る 消防署 と 連携 しな い 場 合 と連携

した場合の各 肖嘩減率 を算定 した （表 6）．い ずれ の ケー
ス

も省工 ネル ギー効 果 が得 られ る こ と が 確 認で き，連携 し・た
場合の 削槭粛の 方が 火きい こ とが 明 らか とな っ た．こ の 結

果 か ら，槌 点区 域 に 高効 率設備 を 導入 す る こ とは，防災 画

お よ び環 境 薗か ら，導 入 した 場合 の 有用 性 が高 い と い え る．
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表 6 一次 エ ネル ギ
ー
消費量と CO2排出量の 年間 削減 率

運転バタ
ー

ン
　竃主

6卿13畤

電主

24 時閉

　黙主

6触重8 時

熱主

24時 聞

迎 携

なし
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−
13．3ア肱 11．2思％ 10．99監

ρ r．．．
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一
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（3｝拠点 区域櫃築 に関する提案

　さ らに ，今後は施 設の 設備 共 用 と共 に ， 区域内に存在

す る 環 境 を活 蛸 し，供給信領性 を高 め る ため の 仕組 み を導

入 し た拠点構簗が重要 と考 え られ る．図 10にイ メ
ージを

示 す．

図 6 現 状の シ ス テ ム

一 こ二1翫二i
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図 ア 導入 シス テ ム

図 10 拠点 区域 イ メ ージ麪
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　 こ の よ うな拠点区域 を構築する た め，ス タ ディエ リア に

お い て 今後の 可能性 を含め，提案 を行 う．

　まず，設備共用 の 仕組みの 提案で あるが ， 現状 の 設備か

ら全て の 設 備 を入 れ 替 え る こ と は前節の 結果か ら，現 実 的

で はな い た め，災害時 の電 力需 要 の 目安 として ，対契約電

力 100％ を 目 標値と し，技術進展 に と もな う段 階 的な 設備

更 新 に よ り性 能 を上 げて い く こ とを提案す る．

　1 回 目の 設備更新で，区庁舎の 契約電 力 1，050kW，非 常

用 設備 600kw に，400kw 容量 の 常 用 設備 を 導入 す る （対

契約電力が 目標値の 100％）．40ekW 容量の 削減 率 は表 7
に 示 す ．区 庁 舎 お よ び 消 防 署 の 契約電力 を 合 わ せ

（1，170kW），区庁舎の 現状の 常用 設備およ び消 防 署の 非

常用 設備は維持 し，400kw 容量の 非常用設 備と 400kw 容

量 の 常用 設備を導入 する．こ の 更新で，拠 点区域 と して ，
災害時の 需要の 目標で ある 100％を達成 する．さ らに ， 表

6 の 結果 か らわか るよ うに，連 携 した場 合，省 エ ネ ル ギ
ー

効果が ある とい え る ．図 11に 設備更新の イ メ
ー

ジ を示 す．

区総 合庁 舎
餬

凸
区総 合庁 舎
鵬
　　　卿

飾
区 総合庁舎

榊　　　　網　　朝 消防署

側

「

　 口 蓼階 服 儕 　 　 　 自 非糊 設印 齟 鰤 時辱 λ ）

　国 zamzaorc1回鞭 鰤 導入）Mtmtses（2齟 蜥 騨 入 1

図 11 設 備 更新 の イ メージ 図

表 7400kw 容量設備導入の場合の削減率
　　　　　」　り　’、　　T　　I
、薄 転糠一ン ，

　 　 “　　1馳　「．
　冫零主陰

・・2繍 簡、．
、櫛 蕎
6桷 8鱒：1

．．雛
．・尠 時闘、

一
次E削濃率 2．91％ 圃〕．38％ 2．19％ 2．52％

co2 削減耶 6．36％ 4．22％ 5．侶 ％ 5．89％

　 また，400kW　5 量 の 常 用設 備 を 2 台導 入 し，多重 化 を 図

る こ とで 供給信頼性 の 向上 に 寄与す る と考えられ る．
　水供給 に 関して は，総合庁舎等の 延床面積の 多い 庁舎で

は，延床面積 あた りの 総容量 が 小 さ く，災 害時 の ス ペ ース

利 用 に は有効 と もい え る が，災 害 時 の 水 需要 に対 応 で きる

水量を確保する ため，雨水や 河川 な ど，地域の 環境を活用

した仕組み づく りが重要で ある．

　 さ らに，太陽光発電の 導入 に つ い て 検討する ．本エ リア

で は，3，673   の 区庁 舎 屋 トに 年 間発 電 量 30，000kwh の パ

ネ ル が設置され て い る．こ の 設備を 区庁舎周辺 の 公共 施設

（消 防署．土 木 事 務所 ，警 察署 ） に 設 置 した 場合，屋 根の

総 面積 が H ，594．39rTiな の で，面 積 比 か ら年 間 約 90．ooekWh
の 発電量 が 見込 まれ る．当該施 設 の 年間 電 力 消費 量 （約

300 万 kWh）の 約 3％ が賄 え，屋根面 全て に増設 した 場合

に は約 10％ が確 保 で き る．災害 時 に お い て電 力 を確 保 で

き る 太陽光発電導入 し，電力消費の ピーク時には負荷 とし

て 利 用 す る こ とで 平 常 時 に も有 効な 設 備 とな る と考 え ら

れ る．

6．ま と め

　 調 査の結果，全て の 庁舎に 耐震性 の 高 い設 備が 整備 され

て い る 訳 で は な く，水供 給 お よび 電 力供 給 の 評価 か ら，対

策が必要な 庁舎が 多 くみ られた．ケー
ス ス タデ ィ の 結果か

ら，災 害時 の 施 設 利 用者数を見 込 ん だ場合，水が 不 足す る

可能 性 が高 く，地域 の 環境 を含め た拠 点 区域 の 構 築 が必 要

で あ る とい え る．ま た ， 省エ ネ ル ギ
ー
効果 を示す こ とで，

環 境面で の 有用 性 が明 ら か と な り，水供給
・
エ ネル ギ

ー
供

給の 両評価か ら，拠点区域の設備共 用 の 仕 組み づ く りの 導

入 の 可能 性 を示 す こ とがで きた．複数の 公共 施 設が 隣接す
る場合は，テ ナ ン トが入 れ替わ りやす い 民間 施設 との 連携

と比べ ，長期的に計画 しやす く，区 役所 等 を中心 と した街

区 にお け る拠点構築 は有 用 と考え ら れ る．ま た，建物 密度

が高い 首都圏で は隣棟間 隔が狭 く ， 建物間で 施設・設備 を

共 有 で きる 可能 性 は高 い ．建物間の エ ネル ギ
ー

融通 に有効
と され る 建物規模 （延 床面積 10，000   以 上） の 横浜市内
の 公共 施 設 を図 12に示す．庁舎 以 外 に も，大学な どの 文

教厚 生 施設や，病院な どを自律分 散型拠点の コ ア施 設 に で

き る可 能性 が あ る．

　今後の 課題として は，各施設 の 詳細 な データや災害時 に

拠 点 区域 に 求め られ る 活動内容およ び施設の連携体制等

を明 らか に し，設備 機 能 の 維 持 に加 え，各施設が連携し て

災害対応の 体制に つ い て検討する ことで，自律性 の 高 い 拠

点 区域 を構 築 に つ な が る もの と考 え られ る．
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